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1． 結果の概要：住宅着工件数は 07 年 10 以来の高水準 

 8月 18日、米国センサス局は 7月の住宅着工、許可件数を発表した。住宅着工件数（季節調整

済、年率）は、120.6万件（前月改定値：120.4万件）となり、市場予想の 118.0万件（Bloomberg

集計の中央値、以下同様）を上回った。一方、住宅着工件数の伸び（前月比）は+0.2％（前月改定

値+12.3％）となり、前月数値が上方修正されたこともあり、市場予想（+0.5％）は下回った（図

表 1、図表 3）。 

住宅着工に先行する住宅着工許可件数（季節調整済、年率）は、111.9万件（前月改定値：133.7

万件）と、前月から大幅に減少、市場予想（122.5万件）も下回った。この結果、住宅着工許可件

数の伸び（前月比）は▲16.3％（前月改定値+7.0％）と 2桁のマイナスとなり、市場予想（▲8.0％）

も下回った（図表 2、図表 5）。 

 

（図表 1） 

 

（図表 2） 

 

 

 

2． 結果の評価：住宅許可件数は集合住宅の落ち込みから減少 

住宅着工件数は、6 月が 117.4 万件から 120.4 万件に上方修正されたこともあり、前月比でみた

伸びは大幅に鈍化した（図表 3）。もっとも、件数は 07年 10月以来と 7年 9月ぶりの水準となった

ほか、前年比も+10.1％と 2桁の増加を維持しており、住宅着工の好調は持続している。 

住宅着工件数の内訳をみると、一戸建てが 78.2万件（前月：69.3 万件）、集合住宅が 42.4 万件

（前月：51.1万件）と、集合住宅が前月から減少する一方、一戸建てが大幅に増加しており、7月

は、集合住宅が牽引した前月とは対照的に一戸建てが好調であった。 
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次に、住宅着工件数（前月比）の地域別寄与度をみると、北東部が 7 月は▲5.1％ポイント（前

月+7.4％ポイント）と前月の反動もあって大きなマイナス寄与となった（図表 4）。 

 

（図表 3） 

 

（図表 4） 

 

 

住宅着工件数の先行指標である住宅着工許可件数は、07年 7月以来となった 6月からは大幅に減

少した。許可件数の内訳をみると、一戸建てが 67.9 万件（前月：69.2 万件）、集合住宅が 44.0 万

件（前月：64.5万件）となったほか、前月比寄与度でも、許可件数全体の▲16.3％のマイナスのう

ち、集合住宅が▲15.3％ポイントとなり、集合住宅の下落の影響が大きいことが分かる（図表 6）。 

集合住宅が大幅に落込んだ要因としては、ニューヨーク州で、賃貸集合住宅の建設を行う開発業

者の固定資産税を控除する優遇措置（421a）が 6 月 15 日に期限を迎えたため、それまでの許可申

請の駆け込みの反動がでたとみられる。同優遇措置を巡っては、期限延長に伴う内容の見直しで市

長であるブラシオ氏と州知事であるクオモ氏との対立が深まっていたことから、不透明感が高まっ

ていた。市長は高級コンドミニアムの建設に対する優遇を抑制し、低所得者向けの建設を促すよう

な条件変更を求めたほか、建設費用を抑制するために建設業労働組合に現行賃金以下で建設を請け

負うように求めたのに対し、知事は労働賃金の引き下げなどに消極的な立場をとっていた。結局、

同優遇措置は、15 日に一旦失効したものの、23 日に 6 ヵ月以内に開発業者と労働組合で新たな賃

金水準で合意することを条件に 4年間の延長が決まった。このため、不透明感は依然として残るも

のの、北東部の集合住宅建設は今後緩やかに回復するとみられる。 
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（図表 5） 

 

（図表 6） 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報

提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 
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